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1.　対象事業名
　モロッコ王国　地方村落妊産婦ケア改善計画

2.　我が国が援助することの必要性・妥当性
(1)　モロッコは、①穏健かつ現実的な外交政策をとり、北アフリカ・地中海地域の安定勢力となってお
り、中東和平問題の解決にも尽力していること、②83年以降積極的に構造調整に取り組んでいること、
③民主化努力を着実に推進していること等に鑑み、我が国は有償資金協力、無償資金協力及び技術協
力の各形態により積極的に援助を実施している。
　我が国は今後とも、同国の民主化、経済改革努力及び同国の最重要課題の 1 つである社会格差是正
努力を支援するため、各形態による積極的な援助実施を検討していく方針である。（「ODA白書」下巻
より抜粋）

(2)　UNICEFの「2000年世界子供白書（The State of the World’s Children 2000）」によると、モロッ
コの妊産婦死亡率は 230（出生 10 万あたり）と、隣国アルジェリアやチュニジアよりも悪い。また、
モロッコ保健省の調査によると、1997 年の妊産婦死亡率は都市部で 125 に対して地方部で 307 と、
両者の格差が大きいことが指摘されている。
　地方部においては、妊産婦の 73.4%が自宅にて出産を行っており、誰の介助も受けないケースも多
く、安全な出産のための環境が整っているとはいえない。
　妊産婦検診に関しても、上述の調査によると受診率が都市部 62%に対して地方部 21%と、格差が大
きい状況は同じである。また、都市部の受診率にしても高いとはいえず、妊娠のリスク発見が不十分
な状況であることがわかる。
　第 6次国家経済・社会開発計画(2000～2004年)において、保健分野はリプロダクティブヘルス及び
母子保健関連事業の強化と感染症の予防、都市と農村部における公共保健施設の建設が強調され、重
点課題の一つにあげられている。
　モロッコ保健省は現在進行中の「保健開発計画 2000 / 2004（Projet de Plan de Développement
Sanitaire 2000 / 2004）」の中で、活動プログラムの 1 つとして「リスクなき出産プログラム
（Programme de la Maternité sans Risque）」を実施している。これは、保健センターをはじめとす
る基礎保健施設での妊産婦ケアの改善、救急産科医療のカバー拡大、妊産婦に対する予防接種率向上
及び栄養状態の改善（特に鉄分欠乏の減少）等を図ることにより、特に地方部の妊産婦死亡率を 307
（97 年）から 274（04 年）に下げること、妊産婦検診の受診率を地方で 36%まで上昇させること、
地方部における施設分娩の比率を 30%まで上昇させることを目標としている。

(3) 地方部の妊産婦死亡率を低減するためには、先ず妊産婦検診が確実に行われること、また下位施設
である各分娩施設付村落保健センター(CSCA)が正常分娩のための適切なケアを提供することが必要
である。そして異常分娩や合併症等問題のある妊産婦は、専門医のいるポリクリニック (PSP)、又は
県病院(HGP)の上位施設へ移送され、適切なケアを受けなければならない。そのためには妊産婦を早
期に適切な施設へ移送する手段の強化が必要となっている。

(4) モロッコ国内でこれまでドナーの支援が少なく、特に整備の遅れているフェズ・ブルマン州、メク
ネス・タフィラレット州、グルミン・エスマラ州の３州を対象として援助を行う。

(5) 当該国の社会･経済事情については、｢当該国の社会経済状況（国別基本情報抜粋）｣を参照。

3.　協力対象事業の目的（プロジェクト目標）
本プロジェクトは、対象３州の妊産婦および妊娠可能年齢の女性が、妊産婦検診によるリスクの早期発
見と対処、介助下での安全な分娩、緊急時の救急産科処置等の適切な母性保健サービスを受けられる体
制を整備することを目標とする。



4.　事業の内容
(1)　対象地域
　フェズ・ブルマン州、メクネス・タフィラレット州、グルミン・エスマラ州の各県(15 県)。ただし、
グルミン・エスマラ州エスマラ県を除く。

(2)　アウトプット
① 21の医療施設の建設が完成する。
② 37の医療施設の産科関連機材、13の医療施設の救急車が整備される。
③ 2県の巡回検診用車輌が整備される。

(3)　インプット
　日本側：
� 医療施設 21カ所の増築、建て替え、新築
� 医療施設 37カ所に対する産科用機材（病院向け及び保健センター向け）、臨床検査機材等の調達
� 巡回検診用車輌（2台）
� 妊産婦搬送用車輌（13台）
� 巡回妊産婦検診計画策定の支援（ソフトコンポーネント）
� 対象 3州における機材維持管理体制整備の支援（ソフトコンポーネント）

　モロッコ側：
� 用地確保、整地、既存施設の撤去等
� 予算確保
� 人材確保（特に南部の産科医、及び看護婦・助産婦）

(4)　総事業費
　12.48億円（日本側 12.29億円、モロッコ側 0.19億円）

(5)　スケジュール
　24ヵ月の予定。

(6)　実施体制
　責任機関：保健省
　実施機関：保健省住民局、各県保健支局

5.　プロジェクトの成果
(1)　プロジェクトにて裨益を受ける対象の範囲および規模
� 本プロジェクトの対象地域人口：対象 3州の住民 3,889,000人
� 本事業で直接的にカバーされる人口：約 1,059,000人（対象 3州の妊娠適齢女性(15～49歳）)

(2) 事業の目的（プロジェクト目標）を示す成果指標

　① 対象 3州の村落部において妊産婦のリスクが早期発見される。
� 対象 3州の妊産婦検診率（村落部）
第一周検診受診者数及び他の産前検診受診率

2000年 2009年
産前検診率 23％ 40％
産後検診率 40％ 75％

� 巡回検診車を供与する 2県の巡回検診件数
2000年 2009年

件　数 3,800件 6,600件



② 対象 3州の村落部における産科のリファラル体制が改善される。
� 対象 3州の患者移送件数（村落部）

2000年 2009年
検診時 3,134件 4,000件
出産時 4,528件 5,200件

③ 対象 3州における出産時の安全性が改善される。
� 対象 3州の施設分娩率

2000年 2009年
都市部 67.5％ 85％
村落部 27％ 35％

(3) その他の指標

� 機材の定期点検の励行
日常点検、故障暦の記入が励行される。

6.　外部要因リスク
(1)　対象施設に必要な人材が確保される。
� 超音波診断装置を供与する施設には産科医が不可欠であり、産科のある施設には助産婦が配置され

なければならない。

(2)　プロジェクト実施期間中の天候が安定する。
� 本プロジェクトのサイトは 3州 15県 37施設、2県保健支局、3州維持管理部に及び、対象地域が

北部山岳地域から南部は砂漠近辺まで広がっており、自然条件、気象条件が多様である。山岳部の
降雪、砂漠近辺の猛暑等で施設の完成が遅延しない。また、巡回指導が阻害されないことが必用で
ある。

(3)　妊産婦が検診を受ける環境になる。
� 医療スタッフ、妊産婦、家族が検診の必要性を理解する。
� 末端の医療スタッフとの間に信頼関係が構築される。

7.　今後の評価計画
(1)　事後評価に用いる成果目標

� 妊産婦検診率

� 巡回検診件数

� 患者移送件数

� 施設分娩率

(2)　評価のタイミング

� 2009年 1月（事業終了の 5年後）頃を想定


